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令 和 元 年 度  決 算 報 告
〜一般会計・特別会計および基金現在高・市債残高を報告します〜

一般会計・特別会計・決算総額

　令和元年度市の一般会計・特別会計を報告します。納められた税金や、国・県
からの補助金などがどのように使われたのかをお知らせします。

財政課
　995-1801

用 語 解 説
　歳入　自主財源　

市税▶︎市民税、固定資産税、軽自動車税など
繰入金▶︎基金の繰入金など
諸収入▶︎延滞金、預金利子、雑入、貸付収入
など

繰越金▶︎前年度の剰余金
その他▶︎分担金と負担金、使用料と手数料、
財産収入、寄付金など

　歳入　依存財源　

国庫支出金▶︎国から交付される補助金など
市債▶︎借入金
県支出金▶︎県から交付される補助金など
その他▶︎地方交付税、地方消費税交付金、地
方譲与税、利子割交付金など

　歳　出　

民生費▶︎障がい者や高齢者の福祉、保育園、
子育て支援、生活保護費など

土木費▶︎道路、河川、公園の維持・管理費など
教育費▶︎幼稚園や小・中学校、社会教育やス
ポーツなどの費用

衛生費▶︎病気予防やごみ処理などの費用
総務費▶︎庁舎や財産の管理、税金の徴収、戸
籍事務などの費用の返済金

公債費▶︎借入金の返済金
その他▶︎消防費、農林水産業費、労働費、商工
費、議会費、災害復旧費など
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歳入総額 令和元年度：307億43万円
平成30年度：300億6,610万円

対前年度比　2.1％　６億3,433万円 

歳出総額 令和元年度：297億1,423万円
平成30年度：288億8,696万円

対前年度比　2.9％　８億2,727万円

歳入総額 令和元年度：215億3,387万円
平成30年度：209億1,717万円

対前年度比　2.9％　６億1,670万円

歳出総額 令和元年度：209億3,403万円
平成30年度：202億4,426万円

対前年度比　3.4％　６億8,977万円

収 支 令和元年度： 実質収支額 ３億5,211万円
 単年度収支額 ▲１億9,661万円
 実質単年度収支額 ▲９億5,085万円

●実質単年度収支▶︎単年度収支に基金積立な
どの黒字的要素を加算し、赤字的要素の財
政調整基金取り崩し額を減じた実質的な収
支額です。令和元年度は財源不足に対応す
るため財政調整基金から7億5,486万円取
り崩しています。

一 般 会 計
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■地方債と基金現在高

※地方債は家計に例えると借金に、
　基金は貯金にあたるものです。

令和元年度
現在高

平成30年度
現在高 増減額 市民1人あたり

地 方 債 192億　584万円 189億1,368万円 ２億9,216万円 37万４千円
基 金 67億8,543万円 78億4,430万円 ▲10億5,887万円 13万２千円
う ち 財 政 調 整 基 金 40億5,650万円 45億3,074万円 ▲４億7,424万円 ７万９千円
う ち 都 市 施 設 建 設 基 金 13億8,462万円 17億2,462万円 ▲３億4,000万円 ２万７千円
うち学校教育施設整備基金 ５億2,753万円 ７億2,588万円 ▲１億9,835万円 １万円

※住民基本台帳人口（令和２年３月31日現在）51,347人をもとに計算

■主要３基金（財政調整・都市施設建設・学校教育
　施設整備）の残高・取崩額推移

■地方債残高・地方債発行額・公債費の推移

令和元年度決算額 平成30年度決算額 対前年度比
国 民 健 康 保 険 50億7,530万円 51億6,202万円 ▲1.7% ▲8,672万円
後期高齢者医療事業 ５億6,089万円 ５億4,096万円 3.7% 1,993万円
介 護 保 険 34億3,161万円 33億5,394万円 2.3% 7,767万円
土 地 取 得 22万円 15万円 49% ７万円
十里木高原簡易水道 4,985万円 4,600万円 8.4% 385万円
墓 地 事 業 4,869万円 4,586万円 6.2% 283万円
合 計 91億6,656万円 91億4,893万円 0.2% 1,763万円

令和元年度決算額 平成30年度決算額 対前年度比
国 民 健 康 保 険 47億7,805万円 47億9,410万円 ▲0.3% ▲1,605万円
後期高齢者医療事業 ５億5,469万円 ５億3,677万円 3.3% 1,792万円
介 護 保 険 33億5,217万円 32億2,250万円 4% １億2,967万円
土 地 取 得 22万円 15万円 49.3% ７万円
十里木高原簡易水道 4,985万円 4,600万円 8.4% 385万円
墓 地 事 業 4,523万円 4,319万円 4.7% 204万円
合 計 87億8,021万円 86億4,271万円 1.6% １億3,750万円
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財政調整
都市施設建設
学校教育施設整備
主要３基金取崩額
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※水道事業会計・下水道事業会計は７ページに掲載しています。

※平成21年度の基金（預金）残高は、全体で114億4,286万円でしたが、平成22年度から不足する財源を基金から取り崩して
賄っています。令和元年度の基金現在高は67億8,543万円で減少が進んでいます。

特 別 会 計

財産などの状況

　特集｜令和元年度 決算報告
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財政健全化比率・資金不足比率

財政の健全度を判断する４つの指標

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、令和元年度の健全化判断比率と資金不足比率を
公表します。各指標の数値は早期健全化基準と財政再生基準を大きく下回り、健全な財政運営を行って
います。

■令和元年度健全化判断比率
　健全化判断比率とは、市の標準財政規模の数値などを用いて、赤字や借金の比率を計算したものです。次の
４つの指標から財政の健全度が判断され、いずれかが一定の基準を超えた場合は新規の借り入れが制限される
などの制約があり、財政の健全化を図らなければなりません。

指標名 数値 早期健全化基準
（黄信号）

財政再生基準
（赤信号）

1．実質赤字比率 ―(黒字) 13.05% 20%
2．連結実質赤字比率 ―(黒字) 18.05% 30%
3．実質公債費比率 9.1% 25% 35%
4．将来負担比率 43.4% 350%

■令和元年度資金不足比率
　公営企業会計ごとの赤字が、事業の規模に対してどの程度であるかを示すものです。赤字は発生していない
ので数値はありません。

指標名 水度事業会計 下水道事業会計 十里木高原簡易
水道特別会計 経営健全化基準

資金不足比率 ―(黒字) ―(黒字) ―(黒字) 20%

１．実質赤字比率
　一般会計の収支が赤字となった場合の指標です。財
政運営の悪化の度合いを示します。家庭に置き換える
と「年間収支の赤字」が「１年間の給料」に対してど
のくらいの割合であるかを表したものです。赤字は発
生していないので数値はありません。

計算式：一般会計赤字額÷市の標準財政規模

２．連結実質赤字比率
　一般会計と国民健康保険などの特別会計すべての実
質収支の合計が赤字である場合の指標です。地方公共
団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示します。
赤字は発生していないので数値はありません。

計算式：全会計赤字総額÷市の標準財政規模

３．実質公債費比率
　「1年間のうちに借金返済に支出された額」の標準

財政規模に対する割合を表した指標です。資金繰りの
程度を示します。家庭に置き換えると「１年間の給
料」に対する「１年間の借金返済額」の割合を表した
ものです。

計算式：１年間の借金返済額÷市の標準財政規模

４．将来負担比率
　「特別会計、第３セクターまで含めた市の負債総額
から積立金などを引いたもの」の標準財政規模に対す
る比率を表した指標です。将来財政を圧迫する可能性
の度合いを示します。家庭に置き換えると「１年間の
給料」に対して「何年分の借金」があるかを表す指標
です。この指標が350％（標準財政規模の3.5年分）
を超えると「早期健全化団体」となります。
　　計算式：（負債残高総額－積立金等総額）÷
　　　　　　市の標準財政規模	
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